
こども家庭庁支援局障害児支援課

医療的ケア児の支援について
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医療的ケア児について
〇医療的ケア児とは、新生児集中治療室（NICU：Neonatal Intensive Care Unit）等を退院した後も、引き続き、
人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養等の医療的ケア※が日常的に必要な児童のこと。
〇全国の医療的ケア児（在宅）は、約２万人を超えている〈推計〉。
※「医療的ケア」とは、人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為をいう。

その他の医療行為とは、
気管切開の管理、

鼻咽頭エアウェイの管理、
ネブライザーの管理、
酸素療法、経管栄養、

中心静脈カテーテルの管理、
皮下注射、血糖測定、
継続的な透析、導尿 等

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３年６月18日公布・同年９月18日施行）

第二条 この法律において「医療的ケア」とは、人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為をいう。

２ この法律において「医療的ケア児」とは、日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケアを受けることが

不可欠である児童（18歳未満の者及び18歳以上の者であって高等学校等（学校教育法に規定する高等学校、中等教

育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部をいう。）に在籍するものをいう。）をいう。

出典：厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業「医療的ケア児に対する実態調査と医療・福祉・保健・教育等の連携に関する研究（田村班）」
及び当該研究事業関係者の協力のもと、社会医療診療行為別統計によりこども家庭庁支援局障害児支援課で作成

（人）  全国の医療的ケア児（在宅）の推計値（０～19歳）

（年）
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年齢階級別の医療的ケア児数等

⃝ 年齢階級別の医療的ケア児数は、低年齢ほど人数が多く、0～4歳が最も多い。

⃝ 人工呼吸器を必要とする児数は、直近10年間で約2倍に増加し、0～4歳が最も多い。

 年齢階級別の医療的ケア児数の年次推移（推計）  年齢階級別の人工呼吸器を必要とする児数の年次推移（推計）

出典：社会医療診療行為別統計（各年６月審査分）によりこども家庭庁支援局障害児支援課で作成 出典：同左（「C107 在宅人工呼吸指導管理料」算定者数）
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施行期日：公布の日から起算して３月を経過した日（令和３年９月18日）
検討条項：法施行後３年を目途としてこの法律の実施状況等を勘案した検討

医療的ケア児の実態把握のための具体的な方策／災害時における医療的ケア児に対する支援の在り方についての検討

医療的ケア児支援センター（都道府県知事が社会福祉法人等を指定又は自ら行う）

○医療的ケア児及びその家族の相談に応じ、又は情報の提供若しくは助言その他の支援を行う
○医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う関係機関等への情報の提供及び研修を行う 等

保育所の設置者、学校の設置者等による措置

○保育所における医療的ケアその他の支援
看護師等又は喀痰吸引等が可能な保育士の配置

○学校における医療的ケアその他の支援
看護師等の配置

国・地方公共団体による措置

○医療的ケア児が在籍する保育所、学校等に対する支援
○医療的ケア児及び家族の日常生活における支援
○相談体制の整備 ○情報の共有の促進 ○広報啓発
○支援を行う人材の確保 ○研究開発等の推進

支

援

措

置

保育所の設置者、
学校の設置者等の責務

国･地方公共団体の責務

基本理念
１ 医療的ケア児の日常生活・社会生活を社会全体で支援
２ 個々の医療的ケア児の状況に応じ、切れ目なく行われる支援

医療的ケア児が医療的ケア児でない児童等と共に教育を受けられるよう
に最大限に配慮しつつ適切に行われる教育に係る支援等

３ 医療的ケア児でなくなった後にも配慮した支援
４ 医療的ケア児と保護者の意思を最大限に尊重した施策
５ 居住地域にかかわらず等しく適切な支援を受けられる施策

立法の目的
○医療技術の進歩に伴い医療的ケア児が増加
○医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切
な支援を受けられるようにすることが重要
な課題となっている

⇒医療的ケア児の健やかな成長を図るととも
に、その家族の離職の防止に資する

⇒安心して子どもを生み、育てることができ
る社会の実現に寄与する

◎医療的ケア児とは
日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為）

を受けることが不可欠である児童（１８歳以上の高校生等を含む。）

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の全体像
（令和３年法律第81号）（令和３年６月11日成立・同年6月18日公布）
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＜児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金＞令和８年度予算（案） 206億円の内数（207億円の内数）

支援局 障害児支援課医療的ケア児等総合支援事業

事業の目的
 医療的ケア児や重症心身障害児の地域における受入れが促進されるよう、地方自治体の体制の整備を行い、医療的ケア児等（※）の
地域生活支援の向上を図る。 ※18歳を超え、適切な障害福祉サービス等の支援に繋がるまでの間は本事業の対象とする。

事業の概要

実施主体等
【実施主体】 都道府県・市町村 ※医療的ケア児支援センターへの医療的ケア児等コーディネーター配置については都道府県、指定都市のみ
【負担割合】 国１/２、都道府県１/２又は市町村１／２
【補助基準額】 ・医療的ケア児等コーディネーターを配置する場合 8,625千円（２人目以降 5,044千円）

・医療的ケア児等コーディネーターを配置しない場合 5,141千円
・一時預かり １人当たり780千円【拡充】 ・環境整備 １自治体当たり 500千円
・非常用電源助成【新規】 都道府県の医療的ケア児支援センター１箇所当たり 3,000千円（医ケア児400人につき、3,000千円を加算）

拡充

 「医療的ケア児支援センター」に医療
的ケア児等コーディネーターを置き、
医療的ケア児とその家族への相談援助
や、専門性の高い相談支援を行えるよ
う関係機関等をネットワーク化して相
互の連携の促進、医療的ケア児に係る
情報の集約・関係機関等への発信を行
うとともに、医療的ケア児の支援者へ
の研修や医療的ケア児とその家族の日
中の居場所作りや活動の支援、医療的
ケア児を一時的に預かる環境整備等を
総合的に実施する（センターを置かな
い場合も各種事業の実施は可能）。
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災害時における非常用電源の整備（医療的ケア児等総合支援事業）

47都道府県に設置が完了した医療的ケア児支援センターにおいて、災害時における非常用電源の整備にかかる費用を
助成する。

実施方法・実施例等
〇各都道府県の医療的ケア児支援センターにおいては、医療的ケア児等の情報を医療的ケア児等コーディネーターを中心に把握している
ことから、災害時における非常用電源の整備として、ポータブル電源等を整備し発災時において、活用できるようにする。

実施目的

5

医療的ケア児支援センター
（医療的ケア児等コーディネーター）

医療的ケアのあるこどもとその家族

福祉型避難所

医療的ケア児等コーディネーター養成研修
医療的ケア児等支援者養成研修

都道府県の医療的ケア児支援センター
１箇所当たり 3,000千円

（医ケア児400人につき、3,000千円を加算）

非常用電源や関連する備品等

・情報の共有
・個別避難計画等の作成

・非常用電源
の貸与

・研修の場に
おける活用
理解、実践

・避難者への
活用

医療的ケア児等に対する理解促進

・イベント等の
機会を捉え活用



基本指針について
・基本指針は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）第87条第1項の規定に

基づき、障害福祉サービス等の提供体制及び自立支援給付等の円滑な実施を確保することを目的として、作成されるもの。

・また、平成28年6月に公布した改正児童福祉法第33条19第1項の規定に基づき、障害児通所支援等の提供体制及び障害児

通所支援等の円滑な実施を確保することを目的として、作成されるもの。

・障害福祉計画及び障害児福祉計画は、この基本指針に即して市町村・都道府県が作成

・第８期障害福祉計画及び第４期障害児福祉計画（令和９～11年度）を作成するための基本指針は令和７年度内の告示を想定。

H27 H28 H29   H30   R元    R2 R3  R4 R5 R6 R7   R8   R9【計画策定に係る工程】

基
本
指
針

見
直
し

障害福祉計画及び障害児福祉計画について（概要）
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し

基
本
指
針

見
直
し

国

（３年に１回、基本指針の見直し）

計
画

作
成

計
画

作
成

基
本
指
針

見
直
し

計
画

作
成

都道府県・市町村

（３年ごとに障害福祉計画等の作成）
計
画

作
成

※ 障害福祉計画等は、３年を一期として作成することを基本としつつ、都道府県及び市町村が地域の実情や報酬改定・制度改正の

影響の有無を考慮して、柔軟な期間設定が可能。

第148回障害者部会（R7.7.24）
資料１より抜粋



第三 計画の作成に関する事項
一 計画の作成に関する基本的事項
二 市町村障害福祉計画及び市町村障害児福祉計画の作成に関す
る事項

三 都道府県障害福祉計画及び都道府県障害児福祉計画の作成に
関する事項

四 その他

第四 その他自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障害児通所
支援等の円滑な実施を確保するために必要な事項等
一 障害者等に対する虐待の防止
二 意思決定支援の促進
三 障害者の文化芸術活動、スポーツ等による社会参加等の促進
四 障害者等による情報の取得利用・意思疎通の推進
五 障害を理由とする差別の解消の推進
六 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等を提供する事業
所における利用者の安全確保に向けた取組や事業所における
研修等の充実

「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の
円滑な実施を確保するための基本的な指針」改正後 概要

○ 「基本指針」（大臣告示）は、市町村及び都道府県が障害福祉計画及び障害児福祉計画を定めるに当たっての基本的な方針。
○ 都道府県及び市町村は、基本指針に則して原則３か年の「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」を策定。
○ 第８期障害福祉計画及び第４期障害児福祉計画に係る基本指針は、令和８年３月に告示予定。

計画期間は令和９年４月～令和12年３月※。

１．基本指針について

２．本指針の構成
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第一 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する
基本的事項
一 基本的理念
二 障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方
三 相談支援に関する基本的考え方
四 障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方
五 障害福祉人材の確保・定着、ケアの充実のための生産性向上に関する
基本的考え方 【新規】

第二 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目
標（成果目標）
一 福祉施設の入所者の地域生活への移行
二 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
三 福祉施設から一般就労への移行等
四 障害児支援の提供体制の整備等
五 地域生活支援の充実
六 相談支援体制の充実・強化等
七 障害福祉人材の確保・定着、ケアの充実のための生産性向上【新規】
八 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

※ ３年を一期として作成することを基本としつつ、都道府県及び市町村が地域の実情や報酬改定・制度改正の影響の有無を考慮
して、柔軟な期間設定が可能。

第154回障害者部会、
第18回障害児支援部会（R8.1.19）
資料１-１より抜粋
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⑧きめ細かい地域ニーズを踏まえた支援体制の整備
・様々な障害特性に応じたサービス提供体制の整備や専門人材の確保・育成
等の重要性を記載
・意見申出制度の積極的な活用を念頭に入れた計画の検討
・意思疎通支援従事者の養成・派遣体制の整備、幅広い年齢層の支援者の養
成、指導者の養成の促進に向けた取組の重要性を記載
・障害当事者に対するICT機器の利用支援に向けた取組の重要性を記載
⑨高次脳機能障害者に対する支援
・高次脳機能障害者支援法成立を踏まえ、高次脳機能障害について、相談支
援体制の充実、専門的な医療機関の確保、地域協議会設置の重要性を記載
⑩人口減少地域におけるサービスの維持・確保
・中山間・人口減少地域におけるサービス提供体制の維持・確保の重要性を
記載
⑪「地域共生社会」の実現に向けた取組
・地域共生社会の実現に向けたより一層の取組の推進
⑫住宅セーフティネット制度との連携
・住宅セーフティネット法に基づく賃貸住宅供給促進計画との調和や、住宅
担当部局や居住支援協議会等との連携
⑬地域差の是正・指定の在り方等
・地域差の是正に向けたサービス見込量の算出方法
・サービス利用者割合の多い自治体におけるいわゆる総量規制や意見申出制
度の活用の要請
・重度障害者について個別の利用者数の見込みを設定するよう努める
⑭障害者等に対する虐待の防止等
・自治体における調査の徹底と体制整備の強化、重篤事例等の検証のより一
層の推進
・ガイドラインを踏まえた、意思決定支援の一層の推進
・希望する生活の実現に向けた母子保健・児童福祉の関係機関との連携
⑮障害者スポーツによる社会参加等の促進
・スポーツを通じて社会参加するとともに共生社会の実現を目指すことの重
要性を記載
⑯災害時における障害福祉サービス提供の確保
・災害対策基本法等の改正を踏まえた、防災部局や職能団体等との連携
・施設・事業所等の耐災害性強化対策の必要性を記載

３．基本指針見直しの主な事項

①入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援
・様々なデータを活用した地域移行者数の把握
・希望する地域生活の支援に向けた支援体制確保の重要性を記載
・施設整備と計画に定める入所者数の削減目標の達成との整合
・入所施設における居室の個室化等の推進
②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
・システムの理念の明確化と実現に向けた、市町村における相談及び援
助の体制整備や、それに対する都道府県における体制整備
③福祉施設から一般就労への移行等
・就労選択支援の積極的な利用を促すための体制確保の推進
・就労選択支援事業所の設置、利用者数に関する成果目標の新設
④障害児支援の提供体制の整備等
・地域支援体制の構築に係る成果目標について、４つの中核機能の確保
を行うよう見直し
・インクルージョン推進の協議の場の設置に係る成果目標の新設
・のぞまないセルフプランの解消を目指しつつ、関係機関との連携体制
を確保した上での伴走的な相談支援体制の確保に関する成果目標の新設
・強度行動障害を有する障害児への支援ニーズの把握及び支援体制の整
備に関する成果目標の新設
⑤地域における相談支援体制の充実強化
・基幹相談支援センターの設置のより一層の推進
・のぞまないセルフプランの解消に向けた取組の推進
・医療分野等との連携、ピアサポート等の重要性を記載
・協議会に障害当事者が参画することの重要性を記載
⑥障害福祉人材の確保・定着、ケアの充実のための生産性の向上
・介護テクノロジーの導入促進などによる間接業務の効率化と直接処遇
業務の負担軽減・質の向上の推進
・人材確保やケアの充実のための生産性向上の支援体制の整備に向けた
成果目標の新設
・障害当事者が研修に関わることの重要性を記載
⑦障害福祉サービスの質の確保
・就労系サービスやグループホーム等の質の確保について、ガイドライ
ンなどを踏まえた取組の重要性を記載
・障害福祉サービス等情報公表制度の公表率等に関する成果目標の新設
・障害福祉分野における運営指導・監査の重要性を記載
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①施設入所者の地域生活への移行
・地域移行者数：令和７年度末施設入所者数の６％以上
・施設入所者数：令和７年度末の５％以上削減

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
・精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数：

319.3日以上
・精神病床における１年以上入院患者数
・精神病床への30日以上の再入院率：退院後90日時点 10.3%以下、
退院後180日時点 17.4%以下、退院後365日時点 25.7%以下【新規】

・心のサポーター数：令和15年度末までに100万人以上 【新規】
・K６により住民のこころの状態を把握 【新規】

③福祉施設から一般就労への移行等
・一般就労への移行者数：令和６年度実績の1.31倍以上
・就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行し
た者の割合が５割以上の事業所：就労移行支援事業所の
５割以上

・就労定着支援事業の利用者数：令和６年度末実績の1.47倍以上
・就労定着支援事業利用終了後一定期間の就労定着率が７割以上となる就労
定着支援事業所の割合：２割５分以上

・協議会設置圏域ごとに就労選択支援事業所を設置。令和11年度の就労選択
支援利用者を82,000人以上 【新規】

・各都道府県は地域の就労支援ネットワークの強化、関係機関の連携した支
援体制を構築するため、協議会を活用して推進

④障害児支援の提供体制の整備等
・４つの中核機能を確保：各市町村又は圏域、インクルージョン推進のため
の協議の場の設置：各都道府県・各市町村又は圏域 【新規】

・難聴児支援を総合的に推進するための計画の策定：各都道府県、難聴児支
援の中核的機能を果たす体制及び新生児聴覚検査から療育等につなげる連
携体制の構築：各都道府県（必要に応じて政令市）

・主として重症心身障害児を支援する事業所又は重症心身障害児を受け入れ
る体制を整備した事業所の確保：各市町村又は圏域

④障害児支援の提供体制の整備等（続き）
・医療的ケア児等支援に関する協議の場・コーディネーターの配置：各都道
府県・各市町村又は圏域（都道府県の協議の場には医療的ケア児支援セン
ターが参画）

・障害児入所施設からの移行調整の協議の場の設置：各都道府県・政令市
・障害児等への伴走的な相談支援体制の構築及び連携体制の確保：各市町村
又は圏域【新規】

・強度行動障害を有する児に関する支援ニーズを把握及び支援体制の整備 ：
各市町村又は圏域 【新規】

⑤地域生活支援の充実
・各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、コーディネー
ターの配置などによる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進
め、また、年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況の検証・検討を行
うこと

・強度行動障害を有する者に関し、各市町村又は圏域において支援ニーズを
把握し、支援体制の整備を進めること

⑥相談支援体制の充実・強化等
・各市町村において、基幹相談支援センターを設置等
・協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等
・相談支援体制の地域診断を行った上で体制の強化を図ることにより、令和

11年度末までに、のぞまないセルフプランの件数をゼロとする 【新規】

⑦障害福祉人材の確保・定着、ケアの充実のための生産性向上
・人材確保や生産性向上に関するワンストップ窓口の設置 【新規】
・生産性向上等に向けた関係者の連携を図る協議会の設置 【新規】
・都道府県における相談支援専門員研修等の実施

⑧障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築
・各都道府県及び各市町村において、サービスの質向上のための体制を構築
・各都道府県等の障害福祉サービス等情報公表制度における管内事業所の公
表率及び更新率（毎年度１回）を100%とする 【新規】

４．成果目標（計画期間が終了する令和11年度末の目標）



成果目標④医療的ケア児等に対する支援

〇 令和３年９月に施行された医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律も踏まえ、医療的ケア児等に関するコーディ
ネーターの配置や医療的ケア児支援センターの設置を進めている。

〇 このうち、都道府県における医療的ケア児支援センターの設置及び協議の場の設置については、全ての都道府県においてその
設置が達成された。
＜令和６年度実績（いずれも圏域設置の市町村も含む割合）＞
【目標７】 各都道府県に医療的ケア児支援センターを設置している割合 100％
【目標８】 各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図る

ための協議の場を設置している割合 都道府県 100％、各圏域及び各市町村 74.3％
【目標９】 各都道府県、各圏域及び各市町村において、医療的ケア児に関するコーディネーターの配置している割合

都道府県 97.9％、 各圏域及び各市町村 63.4％

現 状

〇 都道府県においては、医療的ケア児支援センターが、医療的ケア児等の支援ニーズを把握した上で総合的な支援体制を推進
していくため、以下のように成果目標を見直すこととしてはどうか。

〇各市町村においては、引き続き、協議の場の設置及びコーディネーターの配置を成果目標として定め、取組を進めることとしては
どうか。

【成果目標（案）】
〇 令和11年度末までに、各都道府県において、医療的ケア児支援センターが参画した協議の場を設置するとともに、医療的ケア
児支援センターに医療的ケア児等の支援を総合調整するコーディネーターを配置することを基本とする。（見直し）

〇 令和11年度末までに、各市町村又は圏域において、協議の場を設置するとともに、医療的ケア児に関するコーディネーターを
配置することを基本とする。

成果目標（案）

10
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５．活動指標

①施設入所者の地域生活への移行等
（都道府県・市町村）
○ 居宅介護の利用者数、利用時間数 ○ 重度訪問介護の利用者数、利用時間数 
○ 同行援護の利用者数、利用時間数 ○ 行動援護の利用者数、利用時間数 
○ 重度障害者等包括支援の利用者数、利用単位数 ○ 生活介護の利用者数、利用日数
○ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用日数 ○ 就労選択支援の利用者数
○ 就労移行支援の利用者数、利用日数 ○ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数
○ 就労定着支援の利用者数 ○ 療養介護の利用者数
○ 短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数
○ 自立生活援助の利用者数 ○ 共同生活援助の利用者数
○ 施設入所支援の利用者数 ○ 施設における居室の個室化等の取組状況【新規】
○ 計画相談支援の利用者数 ○ 地域移行支援の利用者数 ○ 地域定着支援の利用者数
○ 意向確認担当者の地域生活への移行に向けた支援回数【新規】

②精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
（都道府県・市町村）
○ 保健、医療、福祉関係者による協議の場の開催回数
○ 保健、医療、福祉関係者による協議の場への関係者の参加者数
○ 保健、医療、福祉関係者による協議の場における目標設定及び活動状況の把握・評価
○ 心のサポーター養成研修実施回数【新規】○ 精神保健福祉相談員講習会等の実施回数【新規】
○ 精神障害者の地域移行支援の利用者数 ○ 精神障害者の地域定着支援の利用者数
○ 精神障害者の共同生活援助の利用者数 ○ 精神障害者の自立生活援助の利用者数
○ 精神障害者の自立訓練（生活訓練）○ 精神障害者の短期入所の利用者数【新規】
（都道府県）
○ 精神病床からの退院後の行き先別の退院患者数

③地域生活支援の充実
（都道府県・市町村）
○ 地域生活支援拠点等の設置箇所数とコーディネーターの配置人数、地域生活支援拠点等におけ
る機能の充実に向けた支援の実績等を踏まえた検証及び検討の実施回数

④福祉施設から一般就労への移行等
（都道府県）
○ 障害者に対する職業訓練の受講者数
○ 福祉施設から公共職業安定所に誘導した福祉施設利用者数
○ 福祉施設から障害者就業・生活支援センターに誘導した福祉施設利用者数
○ 福祉施設利用者のうち公共職業安定所の支援を受けて就職した者の数

⑤発達障害者等に対する支援
（都道府県・市町村）
○ 発達障害者地域支援協議会の開催回数 ○発達障害者支援センターによる相談支援の件数
○ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの関係機関への助言件数
○ 発達障害者支援センター及び発達障害者地域支援マネジャーの外部機関や地域住民への研修、
啓発の件数

○ ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の支援プログラム等の実施者数
○ ペアレントメンターの人数 ○ピアサポートの活動への参加人数

⑥高次脳機能障害者に対する支援 【新規】
（都道府県）
○ 高次脳機能障害者支援センターの設置箇所数 【新規】
○ 高次脳機能障害者支援地域協議会の開催回数 【新規】
○ 高次脳機能障害者支援センターにおける支援コーディネーターの配置人数 【新規】
○ 高次脳機能障害者支援センターにおける相談件数 【新規】
○ 高次脳機能障害者支援センターの外部機関や地域住民への研修、啓発の件数 【新規】

⑦障害児支援の提供体制の整備等
（都道府県・市町村）
○ 児童発達支援の利用児童数、利用日数 ○ 放課後等デイサービスの利用児童数、利用日数
○ 保育所等訪問支援の利用児童数、利用日数 ○ 訪問型児童発達支援の利用児童数、利用日数
○ 障害児相談支援の利用児童数
○ 医療的ケア児等に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数
（都道府県）
○ 福祉型障害児入所施設の利用児童数 ○ 医療型障害児入所施設の利用児童数
○ 医療的ケア児等の支援を総合調整するコーディネーターの配置人数

⑧相談支援体制の充実・強化等
（都道府県）
○ 都道府県における相談支援の体制整備の取組 【新規】
（市町村）
○ 基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置数
○ 基幹相談支援センターの人材育成等の取組に参加する相談支援事業所の割合
○ 基幹相談支援センターによる協議会の運営の関与の有無
○ 協議会における個別事例の検討を通じた、地域における課題解決に向けた取組

⑨障害福祉人材の確保・定着、ケアの充実のための生産性向上
（都道府県）
○ 相談支援専門員研修及びサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の修了者数
○ 相談支援専門員及びサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者への意思決定支援ガイドライン
等を活用した研修の実施回数及び修了者数

○ 都道府県ごとに設置された人材確保等に関するワンストップ窓口において、障害福祉人材の確保・
定着、生産性の向上に関する支援を利用した事業所数 【新規】

○ 指定権者ごとに福祉・介護職員等処遇改善加算を取得している事業所の割合 【新規】

⑩障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築
（市町村）
○ 都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修の参加や都道府県が市町村職員に対して実施す
る研修の参加人数

○ 障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析してその結果を活用し、事業所や関係自
治体等と共有する体制の有無及びそれに基づく実施回数
（都道府県・市町村）
○ 都道府県等が実施する指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支援事業者等に対する指導
監査の適正な実施とその結果の関係自治体と共有する体制の有無及びそれに基づく共有回数



医療的ケア児支援センターの運営状況調査の概要
（速報値）

こども家庭庁支援局障害児支援課

医療的ケア児支援センターの設置形態や業務内容、関係機関との連携状況等について、こども家庭庁支援局障害児支援課
から各都道府県に対し、「医療的ケア児支援センターの運営状況調査」（令和7年4月4日付）を実施した。



【指定・委託先】
「医療法人」、「社会福祉法人」、「国立大学法
人」、「独立行政法人」、「認定NPO法人」、
「国立病院機構」、「地方府独立行政法人」、
「公益社団法人」、「一般社団法人」等となって
いる。

１．医療的ケア児支援センターの設置形態、医療的ケア児等コーディネーターの配置状況

①医療的ケア児支援センターの設置形態 ②各自治体の医療的ケア児支援センターの医療的ケア児等コーディネーター
の配置状況
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心理職（公認心理師・臨床心理士等）
管理栄養士・栄養士

相談支援専門員

保育士
幼稚園教諭

特別支援学校教諭

養護教諭
特別支援、養護教諭を除く学校教諭

社会福祉士
精神保健福祉士

児童指導員
こども家庭ソーシャルワーカー

その他

医療的ケア児等コーディネーターの保有資格（重複回答可）

③医療的ケア児支援センターの医療的ケア児等コーディネーターの保有資格

13

速報値

令和7年4月こども家庭庁支援局障害児支援課調べ

都道府県から指定
35

都道府県直営
11

都道府県から委託
1

〇 医療的ケア児支援センターの設置形態は、都道府県から指定が35自治体、都道府県直営が11自治体となっている。
〇 医療的ケア児支援センターの医療的ケア児等コーディネターの配置は、2名配置している自治体が最も多くなっている。
〇 医療的ケア児支援センターの医療的ケア児等コーディネターの保有資格は、看護師、相談支援専門員、社会福祉士の
順に多くなっている。



２．医療的ケア児支援センター、医療的ケア児等コーディネーターの業務の状況について 速報値

14令和7年4月こども家庭庁支援局障害児支援課調べ

⑤災害対策について

23
20

13
14

17
21

17

0 10 20 30 40

市区町村における災害対策への支援の実施

非常用電源確保の状況確認・助言

医療的ケア児等の受け入れが出来る福祉避難所の状況確認・助言

避難行動要支援者名簿への医療的ケア児等の掲載状況の確認・助言

避難訓練の実施状況の確認・助言

在宅避難に関する助言・支援

災害に関する市区町村と保健所の連携体制の整備状況の確認・助言

④医療的ケア児等コーディネーター・医療的ケア支援者の育成
について

（自治体数）

41

41

40

42

0 10 20 30 40

医療的ケア児等とその家族からの相談対応

都道府県内の関係機関からの相談対応

こどもや家族への個別支援における支援者、関係機関等への相談対応
後のフォローアップの実施

こどもや家族への個別支援における他機関等の紹介（つなぎ）の実施

①相談体制の整備について

（自治体数）

（自治体数）

③協議の場の実務について（医療的ケア児等コーディネーター）

②関係機関との連絡調整について

36

37

38

35

21

0 10 20 30 40

都道府県の所管課との調整、連携体制構築の実施

市区町村の所管課との調整、連携体制の構築支援の実施

都道府県内の関係機関等との関係づくりの実施

医療的ケア児等とその家族の支援体制の構築に関する方針等
の検討（協議の場等の活用による検討を含む）の実施

医療的ケア児等が活用できる社会資源の開発に向けた取組の
実施 （自治体数）

（自治体数）
26

29

0 10 20 30 40

医療的ケア児等Coの育成

医療的ケア児支援者の育成

9
7

0 10 20 30 40

NICUに入院している児童を把握している

医療型障害児入所施設に入所している児童を把握している

⑥入院・入所している児童の把握について

19

0 10 20 30 40

協議の場の実務
（自治体数）

〇 医療的ケア児支援センターへの年間相談件数は、19,636件（総計）418件（自治体平均）であった。
〇 相談件数が最も多い自治体は、1,725件／年。相談件数が最も少ない自治体は、24件／年であった。
〇 医療的ケア児支援センターで行われている業務については、相談体制の整備、関係機関の連携調整、情報提

供・情報実施の順に多かった。



⑧成人移行の取り組みについて

（自治体数）

⑦情報提供・情報収集について

29
34
34
34

39
37

0 10 20 30 40

管内の医療的ケア児等とその家族の実態、ニーズに関する情報の収集・整理の実施(医療的ケア児の数の把握も含む）

担当する圏域内の地域課題に関する情報の収集・整理の実施

市区町村や地域の支援者に対して、国や都道府県が行う支援施策に関する情報の提供・共有の実施

市区町村や地域の支援者の支援の事例を収集しているか

市区町村や地域の支援者に対して、市区町村、圏域の好事例に関する情報の提供・共有の実施

市区町村や地域の支援者に対して、市区町村、圏域の取組や資源に関する情報提供・共有の実施

20
22

19
12

17
18

15
14

0 10 20 30 40

成人移行（学卒後）についての医療的ケア児等のニーズの把握

成人移行（学卒後）についての課題抽出

成人移行（学卒後）についての支援方針や取組の検討

成人期（学卒後）の資源開発

成人期（学卒後）の資源に関する情報収集・市町村等への提供

成人移行（学卒後）の事例収集・提供

成人移行（学卒後）の事例検討、勉強会の開催

小児期の支援者と成人期の支援者の連携の仕組み作り

15

２．医療的ケア児支援センター、医療的ケア児等コーディネーターの業務の状況について（続き）
速報値

（自治体数）

令和7年4月こども家庭庁支援局障害児支援課調べ



4

17

15

2
1 1

2
3

2

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

開催なし 1回 2回 3回 4回 5回 6回 7回 8回 9回 10回 11~19回 20回～

都道府県における協議の場の年間実施回数（令和６年度実績）

都道府県における協議の場の年間実施回数

16

３．都道府県が設置する協議の場の開催状況と検討事項 速報値

令和7年4月こども家庭庁支援局障害児支援課調べ

〇 都道府県における協議の場の年間実施回数については、1回、2回の自治体が多くなっている。
〇 協議の場での検討事項については、「管内の医療的ケア児等とその家族の実態、ニーズに関する情報の収

集・整理の実施」、「医療的ケア児等コーディネーターの育成」、「医療的ケア児等支援者の養成」、「医
療的ケア児等とその家族からの相談対応」、「市町村や地域の支援者の支援の事例の収集」、「圏域内の地
域課題に関する情報の収集・整理の実施」、「市町村や地域の支援者に対して、市町村、圏域の取り組みや
資源に関する情報提供、共有」の順に多くなっている。
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7
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7
9
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9

2
4
4
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3
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2

2
2

3
3

4
3

4
3
3
3

4
4
4
4

3
4
4

3
3
3
3

4
4
4
4

医療的ケア児等とその家族からの相談対応

都道府県内の関係機関からの相談対応

こどもや家族への個別支援における支援者、関係機関等への相談対応後のフォローアップの実施

こどもや家族への個別支援における他機関等の紹介（つなぎ）の実施

管内の医療的ケア児等とその家族の実態、ニーズに関する情報の収集・整理の実施(医療的ケア児の数の把握も含む）

担当する圏域内の地域課題に関する情報の収集・整理の実施

市区町村や地域の支援者に対して、国や都道府県が行う支援施策に関する情報の提供・共有の実施

市区町村や地域の支援者の支援の事例を収集しているか

市区町村や地域の支援者に対して、市区町村、圏域の好事例に関する情報の提供・共有の実施

市区町村や地域の支援者に対して、市区町村、圏域の取組や資源に関する情報提供・共有の実施

都道府県の所管課との調整、連携体制構築の実施

市区町村の所管課との調整、連携体制の構築支援の実施

都道府県内の関係機関等との関係づくりの実施

医療的ケア児等とその家族の支援体制の構築に関する方針等の検討（協議の場等の活用による検討を含む）の実施

医療的ケア児等が活用できる社会資源の開発に向けた取組の実施

医療的ケア児等コーディネーターの養成

医療的ケア児等支援者の養成

市区町村における災害対策への支援の実施

非常用電源確保の状況確認・助言

医療的ケア児等の受け入れが出来る福祉避難所の状況確認・助言

避難行動要支援者名簿への医療的ケア児等の掲載状況の確認・助言

避難訓練の実施状況の確認・助言

在宅避難に関する助言・支援

災害に関する市区町村と保健所の連携体制の整備状況の確認・助言

成人移行（学校卒業後（以下、「学卒後」という。））についての医療的ケア児等のニーズの把握

成人移行（学卒後）についての課題抽出

成人移行（学卒後）についての支援方針や取組の検討

成人期（学卒後）の資源開発

成人期（学卒後）の資源に関する情報収集・市町村等への提供

成人移行（学卒後）の事例収集・提供

成人移行（学卒後）の事例検討、勉強会の開催

小児期の支援者と成人期の支援者の連携の仕組み作り

医療的ケア児支援に関する協議の状況
協議している 協議しているが不十分である 今後協議する予定である 協議の予定はない 無回答
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３．都道府県が設置する協議の場の開催状況と検討事項（続き） 速報値

令和7年4月こども家庭庁支援局障害児支援課調べ



参考資料



令和４年度 障害者総合福祉推進事業『医療的ケア児支援センターの地域支援機能、活動状況等に関する
実態調査及び医療的ケア児者支援に係る訪問看護ステーション等による連携等に関する調査研究』概要

令和３年９月施行の「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」を踏まえ、都道府県における医療的ケア児支援センター
設置の推進及び医療的ケア児及びその家族からの相談を受け、適切な支援に繋げる活動の充実や体制の整備を目的として、実態を調査し
把握するとともに、都道府県等が地域の実情にあわせて支援する活動の改善や充実に向けた検討に資する自己点検シートを作成する。

＜検討委員会 委員一覧＞ 〇座長 （敬称略）
〇調査研究に当たり、有識者等からなる検討委員会（右表）を設置し、助言を得た。

〇都道府県及び医療的ケア児支援センター（令和４年８月時点で設置済の

49か所）に対して活動状況等を調査したところ、医療的ケア児等への専門

的な相談対応、関係機関等への情報提供･研修、管内の支援状況の把握・

連絡調整の取組等を実施（検討）していた。その実態を踏まえ、都道府県

等が定期的に活動を見直し、PDCAサイクルを回して支援の充実を図って

いくための医療的ケア児支援センター自己点検シート（次頁）を作成。

〇また、障害児通所支援事業所等を利用中の医療的ケア児の家族（832名）

に対するWebアンケートの調査結果では、医療的ケア児が入院中から

医療機関と行政機関が連携しながら、退院後の生活に向けて、地域で利用

可能な制度・サービスについて十分な説明や情報提供を行うことが重要で

あることが示唆された。負担や課題に感じることとして、0～2歳の場合は

「医療的ケアに対応する保育所等が無い」や「日中預ける場所が無い」が、

３～18歳の場合は「急変・災害時の対応に不安がある」の割合が高かった。

阿部 智子
訪問看護ステーションけせら 統括部長
全国訪問看護事業協会 常務理事

荒木 暁子 東邦大学看護学部小児看護学研究室 教授

今出 浩彦 奈良県福祉医療部障害福祉課 課長補佐

緒方 健一
おがた小児科・内科
医療型短期入所施設「かぼちゃんクラブ」理事長

亀井 智泉 長野県医療的ケア児等支援センター 副センター長

児玉 哲寛
札幌市保健福祉局障がい保健福祉部障がい福祉課
企画調整担当課長

島 優子
社会福祉法人愛恵会相談支援事業所こだま
松阪市障がい児・者総合相談センター マーベル管理者

髙橋 昭彦
ひばりクリニック院長
特定非営利活動法人うりずん理事長
栃木県医療的ケア児等支援センター(くくるん)センター長

〇田村 正徳
埼玉医科大学総合医療センター小児科名誉教授兼客員教授
佐久大学PCAN大学院 客員教授

遠山 裕湖
宮城県医療的ケア児等相談支援センター(ちるふぁ)
センター長

新國 洋子 茨城県つくば市福祉部 障害福祉課 保健師

福滿 美穂子 特定非営利活動法人なかのドリーム理事

村山 真一
高知県子ども・福祉政策部障害福祉課
チーフ（障害児支援担当）

簗田 陽子
青森県健康福祉部障害福祉課
社会参加推進グループマネージャー

調査研究の目的

調査研究の概要

＜実施事業者：PwCコンサルティング合同会社＞
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■医療的ケア児の育児や発達・発育、家庭の状況の相談先（複数回
答）

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する実態調査結果①

【調 査 対 象】障害児通所支援事業所等を利用している医療的ケア児

の家族（事業所１か所につき最大２名）

【調 査 方 法】障害児通所支援事業所等を通じ、利用者の家族に協力

依頼し、Web調査（匿名、自記式調査）

【調 査 時 期】令和４年12月２日～令和４年12月23日

【有効回答数】832件（回収数：866件）

医療的ケア児の育児や発達・発育、家族の状況の相談先について、入院中、退院前後、退院後現在に至るまでの何れの時期も、
「入院・通院先の医療機関の職員」の回答が最も多く、次いで「訪問看護ステーションの職員」の順であった。

■現在の年齢・
医療的ケアが必要になった年齢

■医療的ケアの内容（複数回答）

令和４年度障害者総合福祉推進事業
『医療的ケア児支援センターの地域支援機能、活動状況等に関する実態調査及び医療的
ケア児者支援に係る訪問看護ステーション等による連携等に関する調査研究』

20



１．関係機関等との情報共有・連携、支援者研修等
都道府県庁内外の関係機関等の把握、連携及び市町村との情報共有
医療的ケア児等コーディネーター養成研修をはじめとした支援者に係る研修の実施

２．市町村との情報共有
市町村における障害福祉等の最新情報の把握及び支援への活用
成人移行期・成人期の支援に係る地域資源等の把握及び市町村等との情報共有
市町村における医療的ケア児等コーディネーターの配置状況の把握
市町村等における協議の場への日頃の参加状況
市町村や関係機関等との円滑な連絡・調整のための取組の実施

３．専門的な相談対応等の総合的な支援
個別の支援について、必要に応じて複数の関係機関との調整のため会議の設定
対応が困難な内容について、他機関等への繋ぎや引継ぎ後のフォローアップの実施
市町村における災害対策の実施状況の把握、必要に応じた支援の実施
地域資源の開拓、個別の支援を通じた地域課題の抽出・解決に向けた取組 
好事例の横展開や課題を踏まえた対策の検討の実施

４．その他（職員・相談対応体制、住民等への周知、評価・改善の仕組み等）

当該報告書及び自己点検シートは、実施事業者（PwCコンサルティング合同会社）のホームページ(※)に掲載されており、
自治体へ令和５年４月27日事務連絡で周知するとともに、医療的ケア児等に対する支援体制の整備について依頼した。

（※）https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/track-record/welfare-promotion-business2023.html

医療的ケア児支援センター 自己点検シートの概要

都道府県や医療的ケア児支援センターにおける支援の充実を目的とした自己点検シートは、「関係機関等との情報共有・連携、支援者研修
等」「市町村との情報共有」「専門的な相談対応等の総合的な支援」「その他」の４部で構成されたチェックリスト方式で作成された。
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令和５年度 子ども・子育て支援等推進調査研究事業『医療的ケア児等支援者の研修等に関する調査研究』概要

＜検討委員会 委員一覧＞ 〇座長 （敬称略）

〇調査研究に当たり、関係者や有識者等からなる検討委員会（右表）を設置し、

４回程度開催し、助言を得る。

〇下記の調査結果等を踏まえ、医療的ケア児等コーディネーター等の役割や

養成研修実施の手引き・カリキュラム等について検討し、改訂等を行う。

【調査対象】①都道府県、②指定都市

【調査方法】Web調査（自記式調査）

【調査時期】①令和５年９月～10月、②令和５年11月～12月

【調査内容】医療的ケア児支援センターの設置状況、医療的ケア児等コーディ

ネーターが果たしている役割と取組・連携状況、医療的ケア児等への支援者に対する研修の実施状況・人材育成の検討体制、課題等

〇上記の調査結果等を踏まえ、地域の実情に応じて総合的な支援体制の整備を行う医療的ケア児支援センターの取組に関する事例集を作成する。

【調査対象】宮城県、神奈川県、長野県、三重県、熊本県

【調査方法】ヒアリング

【調査時期】令和５年９月～令和６年２月頃

【調査内容】医療的ケア児支援センターの体制・業務内容、圏域の支援体制、医療的ケア児等コーディネーターに係る研修・人材育成等

〇岩本彰太郎
三重県医療的ケア児-者相談支援センター アドバイザー
みえキッズ＆ファミリーホームケアクリニック 院長

亀井 智泉 長野県医療的ケア児等支援センター 副センター長

高三潴 晋 熊本県 健康福祉部 障がい者支援課 課長

鶴田 紗耶 久留米市 健康福祉部 障害者福祉課 主事

遠山 裕湖 宮城県医療的ケア児等相談支援センター(ちるふぁ)センター長

福田 裕子
まちのナースステーション八千代 統括所長
聖路加国際大学看護学部 臨床教授

福原 範彦 大阪市 福祉局 障がい者施策部 障がい支援課 課長

福滿 美穂子 特定非営利活動法人なかのドリーム 理事

調査研究の目的

調査研究の概要

＜実施事業者：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社＞

〇医療的ケア児及びその家族に対する総合的な支援体制の整備を目的に、医療的ケア児等への適切な支援が提供されるよう総合的な調整を行う
医療的ケア児等コーディネーターの役割や研修の実施状況等について調査し把握するとともに、今後の在り方について検討する。

〇また、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３年法律第81号）第14条に規定された医療的ケア児支援センターの地域
支援機能の強化を目的に、地域の実情に応じて医療的ケア児等への総合的な支援体制の整備を行う自治体の取組に関する事例集を作成する。

当該報告書、「医療的ケア児等支援者養成研修及び医療的ケア児等コーディネーター養成研修 実施の手引き」及び「医療的ケア児支援センター事例
集」は、実施事業者（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）のホームページ（※）に掲載されており、自治体への令和６年４月16日事務連
絡で周知するとともに、医療的ケア児等に対する支援体制の一層の整備を依頼した。
（※）https://www.murc.jp/library/survey_research_report/koukai_240415/
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医療的ケア児等支援者養成研修及びコーディネーター養成研修のカリキュラム改訂について（赤字下線部が改訂箇所）

科目名 時間数 内容

１ 総論 １時間

①地域におけるこどもの発達と支援

②医療的ケア児等支援の特徴

③支援に必要な概念

④医療的ケア児とその家族に対する支援に関する法律

２ 医療、保健 ３時間

①障害のあるこどもの成長と発達の特徴

②疾患の特徴 ③生理

④日常生活における支援（感染対策、摂食嚥下、口腔ケア）

⑤救急時の対応、災害対策支援

⑥母子保健

⑦訪問看護の役割と仕組み

３ 福祉、保育、

教育、労働
３時間

①本人・家族の思いの理解

②支援の基本的枠組み ③福祉の制度

④遊び・保育 ⑤教育 ⑥労働

⑦家族支援（きょうだい児支援・就労支援）

⑧虐待防止対策

４ 連携 ２時間
①小児在宅医療における多職種連携

②連携・協働の必要性

５ ライフス

テージにお

ける支援

３時間

①各ライフステージにおける相談支援に必要な視点

②NICUからの在宅移行支援

③児童期における支援 ④学齢期における支援 ⑤移行期における支援

⑥成人期における支援 ⑦医療的ケアの必要性が高いこどもへの支援

〇 研修カリキュラムは、以下のとおりであり、この内容以上のものとする。特に、可能な限り、実地研修や施設見学を含めることが望ましい。また、
地域における医療的ケア児等の支援体制の構築に向けて、時間数を延長することや必要な科目を追加すること。

科目名 時間数 内容

１ 総論 １時間

①医療的ケア児等の地域生活を支えるために地域におけるこどもの発達と支援

②医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律

③医療的ケア児等コーディネーターに求められる資質と役割

２ 医療、保健 ３時間

①障害のあるこどもの成長と発達の特徴

②疾患の特徴 ③生理

④日常生活における支援（感染対策、摂食嚥下、口腔ケア）

⑤救急時の対応、災害対策支援

⑥母子保健

⑦訪問看護の仕組みと実際の活動
３ 本人・家族

の思いの理解
２時間

①本人・家族の思い ②意思決定支援

③ニーズアセスメント ④ニーズ把握事例

４ 福祉、保育、

教育、労働
３時間

①支援の基本的枠組み ②福祉の制度

③遊び・保育 ④教育 ⑤労働

⑥家族支援（きょうだい児支援、就労支援）

⑦虐待防止対策

５ ラ イ フ ス

テージにおける

支援

２時間

①各ライフステージにおける相談支援に必要な視点

②NICUからの在宅移行支援

③児童期における支援 ④学齢期における支援 ⑤移行期における支援

⑥成人期における支援 ⑦医療的ケアの必要性が高いこどもへの支援

６ 地域支援体

制整備
３時間

１

①支援チーム作りと支援体制整備/支援チームを育てる

②支援体制整備事例

③医療、保健、福祉、教育、労働の連携

④地域の資源開拓・創出の方法（資源把握、市町村・都道府県との連携）
７ 計画作成の

ポイント
２時間 演習に向けた計画作成のポイント

８７演習（計画

作成）
７時間 演習に向けた計画作成のポイント、事例をもとにした計画作成の演習

９８演習（事例

検討）
７時間

事例をもとに、意見交換（グループディスカッション）・スーパーバイザーによ

る計画作成の指導 23



令和６年度 子ども・子育て支援等推進調査研究事業『医療的ケア児支援センターの機能強化等に関する調査研究』概要

＜検討委員会 委員一覧＞ 〇 座長 （敬称略）
WG ワーキンググループ委員

〇調査研究に当たり、関係者や有識者等からなる検討委員会（右表）

を設置し、４回程度開催し、助言を得る。

〇下記の調査結果等を踏まえ、医療的ケア児支援センターの支援体制構築

に関する実態把握を行う。

【調査対象】①都道府県、②市町村、③医療的ケア児支援センター

【調査方法】Web調査（自記式調査）

【調査時期】①令和６年10月～12月

【調査内容】支援体制の構築に向けた医療的ケア児支援センターの取組、市町村の取組状況について

〇医療的ケア児等への支援体制の強化に向けた全国研修のあり方の検討を行う。研修のあり方の検討にあたり、関係者や有識者等からなるワーキンググ

ループを設置し、３回程度開催し、助言を得る。

【研修目的】

〇都道府県及びセンターを対象に、各地域の支援体制の更なる強化に向けた情報やノウハウ、課題状況の共有等を目的とした研修等を実施する。

〇研修等開催後に参加者に対し、今後の研修等のあり方に向けた情報収集を行い、今後の研修等のあり方に向けた検討情報を得る。
【研修開催日】 令和7年2月21日

【実施方法】会場参加及びオンライン参加による研修

〇岩本彰太郎 WG
三重県医療的ケア児-者相談支援センター アドバイザー
みえキッズ＆ファミリーホームケアクリニック 院長

亀井 智泉 WG 長野県医療的ケア児等支援センター 副センター長

鈴木 美穂子 特定非営利活動法人なかのドリーム 理事

高三潴 晋 WG 熊本県 健康福祉部 障がい者支援課 課長

千田 昭裕 青森県健康医療福祉部 障がい福祉課長

遠山 裕湖 WG 宮城県医療的ケア児等相談支援センター(ちるふぁ)センター長

中西 良介 株式会社ノーサイド 代表取締役

福田 裕子
まちのナースステーション八千代 統括所長
聖路加国際大学看護学部 臨床教授

調査研究の目的

調査研究の概要

＜実施事業者：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社＞

〇令和３年９月施行の法第14条に規定された医療的ケア児支援センター（以下「センター」という。）は、令和６年３月に全都道府県に設置さ
れた。センターの支援体制については、都道府県毎の格差が指摘されていることから、都道府県及びセンターの実態把握を行うとともに、セン
ターの更なる機能強化を目的とした研修等の実施、支援体制の整備に向けた課題の整理や対応策の検討を行う。
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25

医療的ケア児等への支援体制強化に向けた全国研修

時間 プログラム
13：30 開会の挨拶
13：35 行政説明

〇 各省庁より、医療的ケア児に関する各分野の事業、
取組等について説明

こども家庭庁：支援局障害児支援課、成育局保育政策課
文部科学省：初等中等教育局特別支援教育課
厚生労働省：社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課
内閣府：政策統括官（防災担当）付/参事官（避難生活担当）付

14：35 休憩
14：45 医療的ケアセンターの取組紹介

〇 医療的ケア児支援センターより、センター設置の経
緯・プロセスや、都道府県/センターの役割等を紹介

亀井智泉（長野県医療的ケア児等支援センター副センター長）
遠山裕湖（宮城県医療的ケア児等相談支援センター

「ちるふぁ 」センター長）
15：45 休憩 ※オンライン参加者は終了
16：00 グループディスカッション【会場参加者のみ】

〇 各地域での取組状況や現在の悩み等を共有できるよ
う、グループ単位での意見交換を実施

テーマ①   ：地域やセンターの特徴を整理・共有する
                   （個人ワーク、グループワーク）

テーマ② ：連携・つなぎの工夫や課題、悩み等を共有する
                   （個人ワーク、グループワーク）

全体共有①      ：テーマ②の内容を全体で共有
グループワーク：全体共有した内容について、グループで話し

合い
全体共有②       :総括

17：30 閉会

参加形態 参加人数
会場 62名
オンライン 460名

〇都道府県及びセンターを対象に、各地域の支援体制の更なる強化に向けた情報やノウハウ、
課題状況の共有等を目的とした研修等を実施する。

〇研修等開催後に参加者に対し、今後の研修等のあり方に向けた情報収集を行い、今後の研修
等のあり方に向けた検討情報を得る。

開催目的

開催日時・参加対象者他

参加人数

研修プログラム

当日の会場の様子

【開催日時】令和7年2月21日（金）13時30分～17時30分
【開催場所】コングスクエア日本橋2階ホールA・B
【会場参加】医療的ケア児施策に関わる都道府県、指定都市の職員、都道府県、指定都市

の医療的ケア児支援センター職員（直営・委託）
【オンライン参加】 医療的ケア児施策に関わる市区町村の職員、地域のキーパーソン など

研修満足度

39%

48%

11%
2%

非常に満足

満足

どちらともいえない

やや不満

〇 参加者からは、今後の研修については、市町村が行っている効果的な取組や具体的な事例の紹介地域での支援体制、連携体制の構築に関する説明や事例の紹介、医療的ケア児支援
センターが行っている効果的な事例の紹介を希望する声が多くあがっている。

研修後のアンケート調査

＜実施事業者：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社＞
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